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基本測量関係事項公告
基本測量の測量成果を得たので、測量法（昭和24年法律第188号）第27条第１項の規定に基づき、

次のとおり公告する。
令和７年 10 月６日 国土交通大臣 中野 洋昌

種 類 地上画素寸法 実施時期
区 域


整 理 番 号 地区(地方)

撮 影 摘 要

数値空中写真 20㎝ 令和６年 ＣＴＯ2024４ 弘前 デジタル 243枚
〃 〃 〃 ＣＴＯ2024５ 花巻 〃 847枚
〃 〃 〃 ＣＴＯ2024６ 鶴岡 〃 589枚
〃 〃 〃 ＣＴＯ2024７ 福島 〃 415枚
〃 〃 〃 ＣＫＴ2024６ 潮来 〃 188枚
〃 〃 〃 ＣＫＴ2024７ 八街 〃 268枚
〃 〃 〃 ＣＫＴ202414 君津西 〃 1043枚
備考 空中写真の刊行日 令和７年10月７日



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諸 事 項

主 文
処分庁が申請人に対して令和６年７月12日付けでした岩石採取計画不認可処分（６土監第

31309２号）を取り消す。
事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求める裁定
１ 申請人
主文同旨

２ 処分庁
申請人の本件裁定申請を棄却する。

第２ 事案の概要
本件は、申請人が採石法33条に基づいて行った岩石採取計画認可申請に対し、処分庁が不認可
処分（以下「本件不認可処分」という。）をしたことについて、申請人が、本件不認可処分は違法
であると主張して、その取消しを求める事案である。
１ 法令の定め
 採石法
（採取計画の認可）
33条 採石業者は、岩石の採取を行おうとするときは、当該岩石の採取を行う場所（以下「岩
石採取場」という。）ごとに採取計画を定め、当該岩石採取場の所在地を管轄する都道府
県知事（中略）の認可を受けなければならない。

公調委令和６年（フ）第１号香川県小豆郡土庄町小部地内の岩石採取計画不認可処分に対する取消裁
定申請事件

裁 定
香川県小豆郡土庄町小部乙628番地１

申 請 人 赤松石材有限会社
同代表者代表取締役 中西 一宏
同 代 理 人 弁 護 士 田岡 直博

香川県高松市番町四丁目１番10号
処 分 庁 香川県知事

池田 豊人
同 指 定 代 理 人 安松 義隆
同 鵜川 康彦
同 高尾 耕治

公 害 等 調 整 委 員 会 公 示 第 二 号

公 調 委 令 和 六 年 （ フ ） 第 一 号 香 川 県 小 豆 郡 土 庄 町 小 部 地 内 の 岩 石 採 取 計 画 不 認 可 処 分 に 対 す る 取 消

裁 定 申 請 事 件 に つ い て 次 の よ う な 裁 定 が あ っ た の で 、 鉱 業 等 に 係 る 土 地 利 用 の 調 整 手 続 等 に 関 す る 法

律 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 九 十 二 号 ） 第 四 十 二 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 公 示 す る 。

令 和 七 年 十 月 六 日 公 害 等 調 整 委 員 会 委 員 長 永 野 厚 郎



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（認可の申請）
33条の３
１項 33条の認可を受けようとする採石業者は、次に掲げる事項を記載した申請書を都道
府県知事に提出しなければならない。
１号 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
２号 登録の年月日及び登録番号
３号 採取計画
２項 前項の申請書には、岩石採取場及びその周辺の状況を示す図面その他の経済産業省
令で定める書類を添附しなければならない。

（認可の基準）
33条の４ 都道府県知事は、33条の認可の申請があった場合において、当該申請に係る採取

計画に基づいて行なう岩石の採取が他人に危害を及ぼし、公共の用に供する施設を損
傷し、又は農業、林業若しくはその他の産業の利益を損じ、公共の福祉に反すると認
めるときは、同条の認可をしてはならない。

 採石法施行規則
（認可の申請）
８条の15
１項 法33条の３第１項の規定により法33条の認可の申請をしようとする者は、様式第15
による申請書を都道府県知事（中略）に提出しなければならない。

２項 法33条の３第２項の経済産業省令で定める書類は、次に掲げるとおりとする。（１号
から６号まで、９号から11号まで省略）
７号 岩石採取場で岩石の採取を行うことについて申請者が権原を有すること又は権原
を取得する見込みが十分であることを示す書面

８号 岩石の採取に係る行為に関し、他の行政庁の許可、認可その他の処分を受けるこ
とを必要とするときは、その処分を受けていることを示す書面又は受ける見込みに
関する書面

２ 前提事実
以下の各事実は、当事者間に争いがないか、掲記の各証拠（特記のない限り、枝番号を含む。）
及び審理の全趣旨により容易に認められる。
 申請人等
申請人は、石材採掘、石材販売等を目的とするいわゆる特例有限会社であり、採石業者とし
て香川県知事の登録（登録番号香川採石第239号）を受けた者であり、これまで香川県小豆郡
土庄町小部字大佐乙705番ほか149筆（合計面積16万8309。別紙１の赤線で囲んだ部分。以下
「灘山採石場」という。）において採石事業を営んでいた。中西一宏は、申請人の現在の代表取
締役であり、また、中西産業株式会社（以下「中西産業」という。）の代表取締役も務めている。
（甲48、乙１の１、審理の全趣旨）
 本件不認可処分に至る経緯等
ア 成和商事株式会社（以下「成和商事」という。）、ユアサ商事株式会社（以下「ユアサ商事」
という。）、大西真澄及び大西晃（以下、これらの者を併せて「成和商事等」という。）は、平
成25年10月２日から同月18日にかけて、「開発行為の施行同意書」と題する書面（以下「本件
各施行同意書」という。）をそれぞれ作成し、申請人に交付した。本件各施行同意書には、開
発行為者につき申請人、開発行為をしようとする事業区域に含まれる土地につき灘山採石場、
開発行為の目的につき土石の採取と記載されており、その下に「開発行為の施行及び開発行
為の完了後の開発区域の緑化について、次の土地を使用することに異議なく同意します。」と
の記載があり、さらに、同意権者として、成和商事等の記名・押印等がされた上で、同意権
者の権利の種類につき「所有権」、同意の有効期限につき「開発行為の完了まで」と記載さ

れ、灘山採石場のうち各同意権者の同意に係る土地（合計面積15万3301。別紙１の黄色で
塗られた部分。以下「本件土地」という。）がそれぞれ記載されていた。なお、本件土地のう
ち成和商事が所有権又は共有持分権を有していた土地（以下「成和商事所有地」という。）は
別紙２、ユアサ商事が所有権を有していた土地（以下「ユアサ商事所有地」という。）は別紙
３のとおりであり、大西真澄及び大西晃は、「香川県小豆郡土庄町小部字水木谷乙595番地」
に所在する土地につき、それぞれ５分の１ずつ共有持分権を有していた。（甲４、乙３、４、
審理の全趣旨）
イ 灘山採石場の一部は、森林法10条の２第１項に定める「地域森林計画の対象となっている
民有林」に該当し、そこで岩石を採取する行為が同項の「開発行為」に該当するため、灘山
採石場の一部で岩石を採取するためには、これに関する林地開発許可が必要なところ、申請
人は、遅くとも平成29年頃から、灘山採石場の岩石採取に係る岩石採取計画の認可処分や林
地開発行為の許可処分等を受けるなどして、灘山採石場で岩石の採取事業を営んでいた（甲
18、審理の全趣旨）。
ウ 申請人は、令和３年６月９日、処分庁に対し、採石法33条に基づき、灘山採石場を岩石採
取場とする岩石採取計画の認可の申請をし、その際、本件各施行同意書を添附して提出した
ところ、処分庁は、同年９月９日、上記申請に対し、採取の期間を同日から令和６年７月18
日までとした上で、認可処分（３土監第37440号）をした（以下「前件認可処分」という。）。
また、申請人は、令和３年８月11日、処分庁に対し、森林法10条の２第１項に基づき、灘
山採石場の一部の土地について、林地開発行為の許可の申請をしたところ、処分庁は、同年
９月９日、上記申請に対し、開発行為の目的を土石の採取（採石事業）、開発行為の許可期
間を同日から令和６年７月18日までとした上で、許可処分（香川県指令３み保第32829４
号）をした。
申請人は、これらの認可処分及び許可処分を得て本件土地において継続的に岩石採取事業
を営んでいた。

（以上につき、甲７、８、乙２、審理の全趣旨）
エ 成和商事等は、令和５年11月10日又は同月20日付けで、灘山採石場のうちそれぞれが所有
権又は共有持分権を有する土地等について、申請人に対し、開発行為の施行同意を撤回する
旨を通知し、また、その頃、処分庁に対し、開発行為の施行同意を撤回したこと、及び残置
森林等の管理に関する土地所有者の誓約を撤回することをそれぞれ通知した（甲28～30、乙
３の１から３、審理の全趣旨）。
オ 申請人は、令和６年４月25日、処分庁に対し、採石法33条に基づき、以下の内容の岩石採
取計画の認可を申請し（以下「本件認可申請」という。）、本件各施行同意書を添附して提出
した。
 岩石採取場の区域
ａ 所在地 香川県小豆郡土庄町小部字水木谷乙576番２ 他149筆（灘山採石場）
ｂ 面積 48万8474
 採取する岩石の種類及び数量
ａ 花崗岩
ｂ 可採量 310万8506（777万1265ｔ）
 採取期間 認可の日より起算して３年間
これに対し、処分庁は、申請人から本件認可申請に至る経過等の報告を受けた上で、令和
６年７月12日、本件認可申請に対し、採石法施行規則８条の15第２項７号に定める書面（以
下「７号書面」という。）が添附されていないこと及び森林法の開発許可を得ていないため、
同項８号に定める書面（以下「８号書面」という。）が添附されていないことを理由に本件不
認可処分をした。

（以上につき、甲48、49、乙１、審理の全趣旨）

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カ 申請人は、令和６年６月18日、処分庁に対し、林地開発行為の許可の申請をしたところ（以
下「本件林地開発許可申請」という。）、処分庁は、同年７月12日、この申請に対して、不許
可処分（香川県指令６み保第70295４号。以下「本件不許可処分」という。）をした。
これに対し、申請人は、同年９月13日付けで、処分庁に対し、本件不許可処分の取消しを
求めて審査請求をした。

（以上につき、甲46）
 本件裁定申請
申請人は、令和６年10月９日、公害等調整委員会に対し、採石法39条１項に基づき、本件不
認可処分の取消しを求める裁定を申請した（顕著な事実）。

３ 争点
 ７号書面の添附がないことを理由に本件不認可処分をすることの適否
 ８号書面の添附がないことを理由に本件不認可処分をすることの適否
４ 争点に関する当事者の主張
 争点（７号書面の添附がないことを理由に本件不認可処分をすることの適否）について
ア 処分庁の主張
 本件認可申請には、７号書面として、本件各施行同意書が添附されていたが、本件各施
行同意書の作成者は、申請人及び処分庁に対し、申請人の開発行為の施行同意を撤回する
旨を通知した。本件各施行同意書は、土地利用権を設定する契約や合意の成立まで意味す
るものではなく、したがって、このような同意の撤回は、これを禁止、制限するなどの合
意等が存在しない限り、同意をした土地の所有者において自由に行うことができ、撤回の
意思表示に無効事由があるなどの特別の事情がない限り、有効であると解される。そうす
ると、本件各施行同意書が７号書面に該当しないことは明らかである。
なお、申請人は、令和３年12月10日付け「採石事業に関する覚書」（以下「本件覚書」と
いう。）及び令和４年６月30日付け「採石事業に関する変更覚書」（以下「本件変更覚書」と
いう。）をもって、申請人と成和商事及びユアサ商事との間に岩石採取に関する合意が成立
したと主張するが、申請人は本件覚書及び本件変更覚書の契約当事者ではないし、その有
効期間は令和６年７月18日までとされているから、これらの書面が、上記合意を証するも
のとはいえない。
 仮に本件各施行同意書について、土地利用権を設定する旨の合意の存在を含意する余地
があるとしても、このような合意は期限の定めのない使用貸借の合意と解することができ、
成和商事及びユアサ商事と申請人及び中西産業との間には、本件土地に係る採石事業を
巡って紛争が発生し、両者の間で信頼関係が失われるような事態が生じたのであるから、
土地を無償使用させるべき理由はなくなったということができ、上記合意については、最
高裁判例（最高裁判所昭和42年11月24日第二小法廷判決・民集21巻９号2460頁。以下「昭
和42年最判」という。）のとおり、民法（平成29年法律第44号による改正前のもの。以下同
じ。）597条２項ただし書を類推適用して解約することができるというべきである。
したがって、成和商事等が本件各施行同意書に係る同意を撤回したことにより、上記使
用貸借契約は解約され、これにより合意の効力も失われたということができる。

 争点（８号書面の添附がないことを理由に本件不認可処分をすることの適否）について
ア 処分庁の主張
８号書面については、採石法施行規則８条の15第２項８号において、処分を「受けている
ことを示す書面」と「受ける見込みに関する書面」を並列して規定していること、同号の趣
旨が、処分を受けていないか、又は受ける見込みのない者を可能な限り排除して無用な認可
処分のされることを防止しようとするものであることからすれば、８号書面としては、処分
を受ける見込みが相当程度存在することを示す書面であることを要すると解すべきであっ
て、処分を受ける可能性が全くないとはいえない程度では足りない。
そして、本件では、本件林地開発許可申請に対し、本件不許可処分がされており、本件不
許可処分が正当かつ適法であることは明らかであるから、本件不許可処分に対して審査請求
がされていただけでは、８号書面の添附があったとは認められない。
イ 申請人の主張
岩石採取計画の認可申請をするには、採石法施行規則８条の15第２項８号が定める８号書
面の添附が必要であるところ、同号が定める処分を受ける見込みに関する書面とは、「他の行
政庁に提出した許可、認可その他処分を受けるための申請書等の写し」をいうと解されてい
る。採石法及び同法施行規則が８号書面を求める趣旨は、岩石の採取に係る行為に関し、必
要な処分を受ける見込みのない者を可能な限り排除して無用な認可処分がされることを防止
することにあるから、林地開発行為の許可が得られる可能性がある限り、８号書面の該当性
を否定すべきではない。
本件では、申請人は、本件不許可処分に対して審査請求をしており、本件不許可処分が取
り消され、本件林地開発許可申請に対して許可がされる可能性がないとはいえないから、８
号書面の添附があったというべきである。

イ 申請人の主張
 岩石採取計画の認可申請をするには、採石法施行規則８条の15第２項７号が定める７号
書面の添附が必要であるところ、７号書面については、他人の土地で岩石の採取を行う場
合、「当該土地において岩石を採取する旨を内容とする土地所有者、その他土地に関し第三
者に対抗する権利を有する者等と申請者との間の契約書、もしくは同意書の写し」を指す

ものと解されている。本件認可申請に際しては、同意の有効期限を「開発行為の完了まで」
とする本件各施行同意書が添附されており、これが７号書面に該当することは明らかであ
る。
なお、本件においては、成和商事等が、申請人及び処分庁に対し、本件各施行同意書に
係る同意を撤回する旨の通知をしている。しかし、開発行為の施行等の同意については、
採石事業者に対して土地利用権を設定する契約を成立させる意思表示を含むものと解する
のが相当であり、このことは、申請人が、成和商事及びユアサ商事との間で、本件覚書及
び本件変更覚書を作成していることからしても明らかであるところ、本件各施行同意書の
同意の有効期限は開発行為の完了までとされていたから、当該土地の所有者が有効期限よ
りも前に当該同意を自由に撤回することは許されず、これに反して撤回をしたとしても無
効である。
 仮に上記土地利用権設定契約が使用貸借契約であると解したとしても、当事者が使用貸
借の期間を定めたときは、その期間が満了することによって終了するところ、本件各施行
同意書には、同意の有効期限について、開発行為の完了までとされており、これは不確定
期限を定めたものと解すべきであるから、申請人は、開発行為の完了まで本件土地を利用
して、岩石を採取する権原を有する。処分庁は、昭和42年最判を引用した上で、使用貸借
について、民法597条２項ただし書を類推適用することにより解約することができると主
張するが、そもそも昭和42年最判は、本件と事案を全く異にしており、成和商事等も処分
庁の上記主張のような主張はしていないから、処分庁の上記主張が誤りであることは明ら
かである。
よって、上記土地利用権設定契約を使用貸借契約と解したとしても、解約事由はないた
め、これを解約することはできず、本件各施行同意書に係る同意は効力を有する。
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第３ 当裁定委員会の判断
１ 争点（７号書面の添附がないことを理由に本件不認可処分をすることの適否）について
 認定事実
前記前提事実、文中掲記の証拠及び審理の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。
ア 成和商事、ユアサ商事及び中西産業は、令和３年12月10日、本件土地に係る採石事業（以
下「本件事業」という。）に関し、本件覚書を作成した。本件覚書の概要は以下のとおりであ
る。（甲５）
 本件事業のスキーム（１条）
本件事業は、灘山採石場を含む土地のうちユアサ商事及び成和商事が所有する土地等に
おいて、成和商事が当該土地において申請人に採石をさせ、成和商事が総販売元として採
石販売事業を行い、中西産業が総販売代理店として産出された石材の販売を担当するもの
である。
 採石場の許可（２条）
成和商事及びユアサ商事は、申請人の採石許可申請について、当該土地の所有者として、
当該採石事業の継続に協力する。
 採石同意料（３条）
ａ 成和商事は、ユアサ商事に対し、令和４年１月１日から同年６月30日までの採石同意
料として、成和商事、中西産業及び申請人の作成した事業計画書に基づき成和商事が中
西産業に販売する採石出荷金額の３％相当額を支払うものとする（１項）。
ｂ 令和４年７月１日から同年12月31日までの採石同意料は、成和商事、中西産業及び申
請人が作成した事業計画書に基づき、同年６月30日までに成和商事とユアサ商事の協議
の上、翌半期の採石同意料（率）を定める方法により更新するものとし、以後同様とす
る（５項）。

 解除（６条）
成和商事、ユアサ商事又は中西産業が次の各号の一つに該当した場合、他の当事者は、
何ら催告なしに通告するのみで本合意を解除することができる（１項）。
ａ １号、２号及び４号から７号まで省略
ｂ 差押え、仮差押え、仮処分、税金滞納処分その他公権力の処分を受けたとき（３号）
 有効期間（８条）
本件覚書の期間は、前件認可処分の期限である令和６年７月18日までとする。

オ 申請人及び中西産業は、令和５年７月４日、高松地方裁判所に対し、申請人及び中西産業
を債権者、成和商事を債務者とし、成和商事が、自己又は第三者をして、本件土地のうち成
和商事が所有権又は共有持分権を有する土地に立ち入るなどして、申請人及び中西産業の上
記土地の使用及び占有を妨害してはならないことなどを求める妨害禁止等の仮処分命令の申
立てをした（高松地方裁判所令和５年第14号）。その後、同仮処分手続で、同年９月11日、
申請人及び中西産業と成和商事との間で、成和商事が、申請人及び中西産業に対し、法的手
段によることなく、自己又は第三者をして、本件土地のうち成和商事が所有権又は共有持分
権を有する土地から動産を搬出し、又は同土地における申請人及び中西産業の通行を妨害し
ないことを確約する旨の和解が成立した。（甲18、19、25）
カ ユアサ商事は、令和５年10月16日付けで、中西産業に対し、本件土地は成和商事とユアサ
商事が所有する土地が入り組んで混在しており、本件土地については成和商事と一体として
の決定とならざるを得ないことを理由に、同月31日までに成和商事と連名の報告がない場合
は、同日をもって本件覚書を解除する旨を通知した。これに対し、中西産業は、同月24日、
ユアサ商事が求める条件付き解除は認められないため、本件土地の使用占有等を妨害するこ
とがないよう求める旨を通知した。（甲26、27）
キ 申請人は、前提事実エのとおり、成和商事等から本件各施行同意書に係る同意を撤回す
る旨の通知を受け、令和５年12月６日、成和商事等に対し、本件各施行同意書には、開発行
為の施行及び開発行為の完了後の開発区域の緑化について、本件土地を使用することに異議
なく同意する旨や、同意の有効期限について開発行為の完了までと記載されていることから、
成和商事等は開発行為の完了まで本件土地での採石行為につき同意したことは明らかであ
り、同意の撤回は認められず、申請人は引き続き採石事業を継続する旨を通知した（甲31）。

 検討
ア 採石法33条の３第２項は、岩石採取計画の申請の際には、岩石採取場及びその周辺の状況
を示す図面のほか、経済産業省令で定める書類を添附しなければならないと定め、これを受
けて採石法施行規則８条の15第２項７号は、「岩石採取場で岩石の採取を行うことについて申
請者が権原を有すること又は権原を取得する見込みが十分であることを示す書面」を添附し
なければならないと定めている。
採石業者の採石計画の認可は岩石採取の禁止を解除する効果を持つにとどまり、私法上の
採石権原を新たに設定するものではないこと、及び、採石法には、採石業者からの岩石採取
計画の認可申請を審査するに当たり、都道府県知事に申請者の私法上の採石権原の有無につ
いて審査義務を定めた規定が見当たらないことから判断すると、上記法令で７号書面の添附
を要件としている趣旨は、申請に当たってこのような文書の添附もできない者を形式審査に
より排除し、採石権原がないか又はこれを取得する見込みのない者に対してまで無用な認可
処分がされることを防止しようとするにすぎないものと解される。
したがって、処分庁は、添附書面により申請者が採石権原を有すること又はその取得の見
込みが十分であることを一応認定することが可能である場合には、申請者に採石権原がない
ことが明らかであるなどの特別の事情がない限り、７号書面が添附されていると判断すべき
であり、さらに当該添附書面が実体に相応するか否かにまで立ち入って審査することは法令
上求められていないものと解される。

イ 成和商事、ユアサ商事及び中西産業は、令和４年６月30日、本件覚書について、成和商事
がユアサ商事に対して支払う同年７月１日から同年12月31日までの採石同意料を、成和商事
が中西産業に販売する採石出荷金額の４％相当額に変更することなどを内容とする本件変更
覚書を作成した（甲６）。
ウ 成和商事は、令和５年６月30日付けで、中西産業に対し、成和商事所有地及びユアサ商事
所有地の使用を同年７月１日から禁止し、今後は当該土地に立ち入らないよう求める旨を通
知した。これに対し、中西産業は、同日付けで、成和商事に対し、成和商事の主張は、事実
に反し、法的根拠がないから認められないなどと回答した。（甲13、14）
エ 高松地方裁判所は、令和５年５月31日、中西産業が所有する土地について仮差押決定をし
たところ、これを受けて成和商事は、同年７月13日付けで、ユアサ商事及び中西産業に対し、
中西産業が所有する土地について仮差押決定がされており、採石事業の継続が不可能なので、
本件覚書の６条１項３号に基づき、本件覚書を解除する、本件覚書に基づく採石事業は直ち
に中止していただきたい旨を通知した。これに対し、中西産業は、同月18日付けで、成和商

事及びユアサ商事に対し、上記仮差押決定に対しては、保全異議の申立てをしており、今後、
取り消される可能性があり、本件覚書に基づく採石事業の中止の要求には応じられない旨を
通知した。また、ユアサ商事は、同月24日付けで、成和商事及び中西産業に対し、本件覚書
の解除等について、成和商事と中西産業との間で協議するよう求める旨を通知した。（甲15～
17、20）
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イ 前記前提事実オによれば、申請人は、本件各施行同意書を添附の上、本件認可申請をし
ているところ、本件各施行同意書には、施行行為者を申請人、開発行為の目的を土石の採取、
同意権者を成和商事等とした上で、本件土地のうちそれぞれ所有権又は共有持分権を有する
土地について、開発行為の施行等につき異議なく同意する旨の記載がある上に、同意の有効
期限につき開発行為の完了までと記載されていた。このように本件各施行同意書の記載内容
をみれば、本件認可申請について、申請人が、本件土地につき、その所有権者である成和商
事等から岩石採取を行うことについて同意を得ており、本件土地において採石事業の終了ま
で岩石の採取を行う権原を有していたと認定することが可能であるというべきである。上記
権原を有することは、申請人は、前件認可処分の申請に際し、本件各施行同意書を添附した
上で、本件土地を含む灘山採石場における岩石採取計画の認可申請を行い、前件認可処分を
受けた上で、本件土地において継続的に岩石採取事業を営んでいたこと（前記前提事実ウ）、
申請人と同じ中西一宏が代表を務める中西産業と成和商事及びユアサ商事との間で、本件覚
書及び本件変更覚書が作成され、岩石採取事業について具体的な取り決めがされているが、
その書面の中で、申請人をして本件土地において採石をさせることや申請人の採石事業の継
続に協力することを合意していたこと（前記認定事実ア及びイ。本件覚書や本件変更覚書の
有効期間が令和６年７月18日まであるとされていたことは、結論を左右しない。）からも裏付
けられているというべきである。
そうすると、本件各施行同意書により、申請人が採石権原を有することは一応認定可能で
あったということができるから、上記特別の事情がない限り、本件各施行同意書は採石法施
行規則８条の15第２項７号が定める「権原を有する」書面に該当し、本件認可申請に際して
７号書面の添附があったものと認められる。
ウ そこで、上記特別の事情が存在したかを検討すると、前提事実によれば、成和商事等は、
申請人及び処分庁に対し、本件各施行同意書に係る同意について、撤回する旨の通知をし
ていることが認められる。しかし、本件各施行同意書では、採石事業の終了以前に本件各
施行同意書に記載された同意権者のみの判断で自由に当該同意を撤回できるかどうかは書
面上明らかでなく、また、本件土地の採石権原がなくなれば、申請人は、採石事業の終了
まで事業が継続できると信頼して投下した資本を回収することができないなど、多大な不
利益を受けることを余儀なくされる。このような点を考慮すると、本件各施行同意書で定
めた期限である採石事業の終了以前に成和商事等の一方的な同意の撤回の通知により、本
件土地の採石権原に関する合意の撤回が認められると解することが相当であるとは認め難
い。
そうすると、処分庁が把握していた事情を踏まえても、成和商事等の上記同意の撤回が
有効であり、申請人において本件土地の採石権原がなかったことが明らかであったとはい
えないので、上記特別の事情を認めることはできない。

２ 争点（８号書面の添附がないことを理由に本件不認可処分をすることの適否）について
 採石法施行規則８条の15第２項８号は、採石法33条の３第２項の規定を受け、岩石の採取の
認可（同法33条）の申請に際し、「他の行政庁の許可、認可その他の処分を受けることを必要と
するときは、その処分を受けていることを示す書面又は受ける見込みに関する書面」を添附し
なければならないと定める。このように採石法施行規則が８号書面の添附を求める趣旨は、他
の法令等の規制により当該採取計画に係る採石事業が実施できない場合についてまで、採取計
画を認可することは無意味であることから、当該申請者において、岩石採取を行うに当たって
必要な行政処分を受けていることを示す書面又は受ける見込みに関する書面を添附させて、無
用な認可をするという事態を避けることにあると解される。
このような規定の趣旨を踏まえると、岩石の採取に際して林地開発許可が必要な土地につい
て、岩石採取計画の認可申請がされた場合には、林地開発許可申請につき不許可処分がされた
としても、当該不許可処分が争訟手続で確定した場合（つまり許可処分をもはや受けられない
ことが確定した場合）を除き、処分庁は８号書面添附の要件が充足されていないことを理由に
上記認可申請に対して不認可の判断をすることは許されないというべきである。
 前記前提事実カによれば、申請人は、処分庁に対し、本件不認可処分よりも以前に本件林
地開発許可申請を行い、本件不認可処分と同日付けで本件林地開発許可申請に対する本件不許
可処分を受け、本件不許可処分について、処分庁に対して審査請求を行っており、当該審査請
求に対して審査庁において裁決が行われたことはうかがえないから、本件不許可処分が確定し
たとはいえない。
したがって、８号書面添附の要件が充足されていないことを理由に本件認可申請に対して不
認可処分をすることは許されないというべきである。

３ 結論
以上によれば、本件不認可処分は違法であるから、その取消しを求める本件裁定申請には理由
がある。
よって、主文のとおり裁定する。
令和７年９月８日
公害等調整委員会裁定委員会

裁定委員長 中村也寸志
裁 定 委 員 若生 俊彦

裁定委員大橋洋一は、差支えがあるため署名押印することができない。
裁定委員長 中村也寸志

 これに対し、処分庁は、本件各施行同意書において、土地利用権を設定する旨の合意が
存在したとしても、このような合意は期限の定めのない使用貸借の合意と解することがで
き、本件土地に係る採石事業を巡って紛争が発生し、申請人と成和商事等との間で信頼関
係が失われるような事態が生じたのであるから、上記同意については、昭和42年最判のと
おり、民法597条２項ただし書を類推適用して解約することができるというべきである旨
主張する。

しかし、昭和42年最判は、父母を貸主、子を借主とする返還時期の定めのない土地の使
用貸借につき、使用貸借の目的の一つが父母の扶養であったにもかかわらず、借主が理由
なく父母の扶養を止めたことなどにより信頼関係は失われたとして、使用貸借の解約を認
めたものであるのに対し、本件は、採石業者に対して土地の採石事業に同意した土地の所
有者がその同意を一方的に撤回することの可否が問題となっており、両者は明らかに事案
を異にする。
したがって、昭和42年最判を本件に当てはめるのは相当でなく、申請人と成和商事等と
の間で、採石事業に関して紛争が生じていたとしても、これをもって、直ちに上記同意の
撤回が有効であるとはいえず、処分庁の上記主張は採用することができない。

 よって、本件各施行同意書は、７号書面に該当するといえるから、７号書面の添附がないこ
とを理由に本件認可申請につき不認可処分をすることは許されないということができる。



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貸 借 対 照 表
（令和７年３月31日現在） （単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部
Ⅰ流動資産 890067387 Ⅰ流動負債 954170775
現金及び預金 426835790 短期リース債務 75600608
未収金 378934224 未払金 784826130
賞与引当金見返 84138372 前受金 2300284
その他流動資産 159001 預り金 7301781
Ⅱ固定資産 4964324044 仮受金 3600
１有形固定資産 4311266622 引当金 84138372
建物 6962334796 賞与引当金 84138372
建物減価償却累計額  4049635594 Ⅱ固定負債 874237542
構築物 478317632 長期リース債務 158404816
構築物減価償却累計
額

 404647637 資産見返負債 453724041

工具器具備品 636305487
資産見返運営費交付
金

350108802

工具器具備品減価償
却累計額

 296807301 ソフトウェア仮勘定
見返補助金等

18216000

令
和

年


月

日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

独立行政法人国立公文書館令和６事業年度財務諸表に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、独立行政法人国立公
文書館令和６事業年度財務諸表について次のとおり公告します。
なお、主要な財務諸表のみを記載しておりますので、詳細をご覧になりたい方は、当館のホームペー
ジ（https://www.archives.go.jp/information/）又は事務所にて閲覧ください。

令和７年 10 月６日 東京都千代田区北の丸公園３番２
独立行政法人国立公文書館

館長 鎌田 薫






土地 900000000 建設仮勘定見返施設
費

85399239
建設仮勘定 85399239

引当金 262108685２無形固定資産 371113737
退職給付引当金 262108685ソフトウェア 352255137
負債合計 1828408317ソフトウェア仮勘定 18216000

純資産の部電話加入権 642600
Ⅰ資本金 7179918000３投資その他の資産 281943685
政府出資金 7179918000敷金・保証金 19835000
Ⅱ資本剰余金  3154066664退職給付引当金見返


262108685

資本剰余金 1364332052
その他行政コスト累計
額

 4518398716

減価償却相当累計額
（）

 4404902008

減損損失相当累計額
（）

 581400

除売却差額相当累計
額（）

 112915308

Ⅲ利益剰余金 131778
当期未処分利益 131778
（当期総利益

131778）
純資産合計 4025983114

資 産 合 計 5854391431 負債純資産合計 5854391431

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
行 政 コ ス ト 計 算 書

（自 令和６年４月１日 至 令和７年３月31日） （単位：円）

項 目 金 額

Ⅰ 損益計算上の費用
業務費 2315522911
一般管理費 622074202
財務費用 6161404
臨時損失 2845726

損益計算上の費用合計 2946604243

Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 170395785
除売却差額相当額 501200
その他行政コスト合計 170896985

Ⅲ 行政コスト 3117501228

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損 益 計 算 書
（自 令和６年４月１日 至 令和７年３月31日） （単位：円）

科 目 金 額

経常費用
業務費
給与、賞与及び諸手当 446721576
法定福利費・福利厚生費 119510346
その他人件費 340117164
外部委託費 630681366
支払リース料 710160
賃借料 36483502
減価償却費 119609918
保守・修繕費 374651868
水道光熱費 51465876
旅費交通費 1648983
消耗品費 18554037
備品費 1230277
諸謝金 6571200
通信費 935024
印刷製本費 12505261
賞与引当金繰入 58716694
退職給付引当金繰入 64361485
その他業務経費 31048174 2315522911

一般管理費
役員報酬 43521750
給与、賞与及び諸手当 228787341
法定福利費・福利厚生費 44348435
その他人件費 42974799
外部委託費 50082423
支払リース料 842160
賃借料 1395582
減価償却費 79974100
保守・修繕費 39139677
水道光熱費 2162137
旅費交通費 366645
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消耗品費 1966359
備品費 3527370
諸謝金 133000
支払手数料 1181985
通信費 43608794
印刷製本費 411144
賞与引当金繰入 25421678
退職給付引当金繰入 11689912
その他管理経費 538911 622074202

財務費用
支払利息 6161404 6161404

経常費用合計 2943758517

経常収益
運営費交付金収益 2457176411
施設費収益 19943000
補助金等収益 167050835

事業収益 14918775
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 126710152 126710152
賞与引当金見返に係る収益 84138372
退職給付引当金見返に係る収益 76051397
財務収益
受取利息 347225 347225

雑益 399854

経常収益合計 2946736021

経常利益 2977504
臨時損失
固定資産除却損 2845726 2845726

当期純利益 131778

当期総利益 131778

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
純資産変動計算書 （令和６年４月１日～令和７年３月31日） （単位：円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）

純資産合計
政府出資金 資本金合計 資本剰余金

その他行政コスト累計額

資本剰余金合計 積立金
当期未処分
利益（又は
当期未処理
損失）

利益剰余金
（又は繰越
欠損金）合
計

減価償却相当累
計額（）

減損損失相
当 累 計 額
（）

除売却差額相
当累計額（）

うち当期総
利益（又は
当 期 総 損
失）

当期首残高 7179918000 7179918000 1189211152 4239017023 581400 107903308 3158290579  29744143  29744143 4051371564

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変
動額

Ⅱ 資本剰余金の当
期変動額

固定資産の取得 175120900 175120900 175120900

固定資産の除売
却

4510800 5012000 501200 501200

減価償却 170395785 170395785 170395785

令
和

年


月

日
月
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






Ⅲ 利益剰余金（又
は繰越欠損金）の
当期変動額

 利益の処分又
は損失の処理

利益処分によ
る積立

29744143 29744143

国庫納付金の
納付

29744143 29744143 29744143

 その他

当期純利益
（又は当期純
損失）

131778 131778 131778 131778

当期変動額合計 175120900 165884985 5012000 4223915  29612365 131778 29612365 25388450

当期末残高 7179918000 7179918000 1364332052 4404902008 581400 112915308 3154066664  131778 131778 131778 4025983114

キャッシュ・フロー計算書
（自 令和６年４月１日 至 令和７年３月31日） （単位：円）

項 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
人件費支出  1351127593
その他業務支出  812082760
その他管理支出  134304042
運営費交付金収入 2572379000
事業収入 15807204
その他収入 397778

小計 291069587
利息の受取額 347225
利息の支払額  6301988
国庫納付金の支払額  29744143

業務活動によるキャッシュ・フロー 255370681
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出  105672897
敷金の差入による支出  1960000
施設費による収入 97391800

投資活動によるキャッシュ・フロー  10241097

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出  73895759

財務活動によるキャッシュ・フロー  73895759

Ⅳ 資金増加額 171233825

Ⅴ 資金期首残高 255601965

Ⅵ 資金期末残高 426835790

利益の処分に関する書類

（単位：円）

項 目 金 額

Ⅰ 当期未処分利益 131778

当期総利益 131778

Ⅱ 利益処分額 131778

積立金 131778
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第 47 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

東京都台東区上野六丁目13番６号
株式会社武文

代表取締役 小埜 心平
貸借対照表の要旨(令和６年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 59,963
固 定 資 産 445,173
合 計 505,137

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 464,560
固 定 負 債 291,365
株 主 資 本 250,788
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 260,788
その他利益剰余金 260,788
(うち当期純利益) (12,884)
合 計 505,137

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報

会
社
そ
の
他
の
公
告

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

北
海
道
小

市
銭
函
二
丁
目
一
番
三
号

有
限
会
社
北
海
道
新
聞
石
丸
販
売
所

清
算
人

石
丸

容
義

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

札
幌
市
豊
平
区
豊
平
七
条
十
丁
目
四
番
一
七
号

有
限
会
社
晧
不
動
産

清
算
人

坂
上

雅
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

北
海
道
白
老
郡
白
老
町
字
萩
野
三
四
二
番
地
一
五
三

有
限
会
社
日
新
電
設
白
老

清
算
人

古
川

弘
春

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

岩
手
県
一
関
市
千

町
千

字
摩
王
一
〇
〇
番
地

一

有
限
会
社
ス
ズ
キ
オ
ー
ト
千

代
表
清
算
人

坂
本

経
敏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

岩
手
県
盛
岡
市
名
須
川
町
二
二
番
一
号

有
限
会
社
南
部
ボ
デ
ー
製
作
所

清
算
人

晴
山

龍
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

茨
城
県
北
茨
城
市
関
南
町
神
岡
上
四
五
三
番
地
の
二

ホ
ク
シ
ン
産
業
有
限
会
社

清
算
人

鈴
木

瑞
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

栃
木
県
那
須
塩
原
市
鍋
掛
一
〇
八
五
番
地
六
四
二

合
同
会
社
和
商

清
算
人

遅
澤

和
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

群
馬
県
前
橋
市
元
総
社
町
二
丁
目
二
九
番
一
号

セ
ー
ビ
ン
グ
工
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

諸
田

陽
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

群
馬
県
佐
波
郡
玉
村
町
大
字
板
井
一
五
一
〇
番
地

有
限
会
社
オ
フ
ィ
ス
北
条

清
算
人

石
引

孝
子

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

埼
玉
県
児
玉
郡
上
里
町
大
字
金
久
保
一
五
四
八
番
地

Ｎ
Ｐ
Ｏ

上
里
川
と
空
を
愛
す
る
会

清
算
人

岩
田

仁
巳

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

埼
玉
県
越
谷
市
弥
生
町
六
番
一
七
号

Ｔ
Ｏ
Ｓ
Ｙ
Ｏ

Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｄ
Ｅ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

中
川

貴
文

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

埼
玉
県
上
尾
市
大
字
菅
谷
五
四
番
地
の
二

株
式
会
社
小
林

代
表
清
算
人

鎌
倉

美
恵

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
七
年
九
月
十

六
日
に
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

千
葉
県
松
戸
市
横
須
賀
二
丁
目
一
九
番
六
号

株
式
会
社
ア
ッ
ト
モ
ル

代
表
清
算
人

岡

昌
則

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

千
葉
県
鎌
ケ
谷
市
軽
井
沢
二
一
四
九
番
地
二

有
限
会
社
マ
ツ
ド
ウ
オ
ー
ト

清
算
人

松
堂

裕
一





第５期決算公告 2025年10月６日
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株式会社ＣＢＡ
代表取締役 宇佐見良人

貸借対照表の要旨(2024年12月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 92,966,022
固 定 資 産 99,114,402
資 産 合 計 192,080,424

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,475,327
固 定 負 債 69,288,000
株 主 資 本 108,317,097
資 本 金 90,000,000
資 本 剰 余 金 306,000,060
資 本 準 備 金 189,000,030
その他資本剰余金 117,000,030
利 益 剰 余 金 287,682,963
その他利益剰余金 287,682,963
(うち当期純損失) (77,162,099)
負債・純資産合計 192,080,424

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内合

同
会
社
Ｂ

ｅ
ｌ
ｅ
ｖ
ｅ
ｎ

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
七
年
九
月
三

十
日
付
で
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
人
形
町
二
丁
目
三
一
番
一

一
号テ

ィ
ー
エ
ム
デ
ィ
ー
・
フ
リ
ク
シ
ョ
ン
・
ジ
ャ

パ
ン
株
式
会
社

代
表
清
算
人

デ
イ
ヴ
ィ
ッ
ド
・
ベ
イ
ン
ズ

解
散
公
告

当
法
人
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
七
年
九
月

三
十
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
四
番
一
号

一
般
社
団
法
人
ホ
ノ
ル
ル

代
表
清
算
人

三
品

貴
仙

解
散
公
告

当
社
は
、
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
令
和
七
年
九
月
三
十

日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
四
番
一
号

合
同
会
社
ト
リ
ニ
テ
ィ
カ
ン
ザ
ス

清
算
人

三
品

貴
仙

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
、
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
東
村
山
市
美
住
町
二
丁
目
二
四
番
地
四
六

株
式
会
社
Ｕ
ｎ
ｄ
ｅ
ｓ
ｋ

代
表
清
算
人

金
子

大
和

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
七
年
十
月
五
日
開
催
の
社
員
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
港
区
浜
松
町
一
丁
目
二
〇
番
一
〇
号
ラ
イ

オ
ネ
ス
浜
松
町
五
〇
六
号
室

Ｅ
Ｓ
Ｒ
サ
ン
フ
ラ
ワ
ー
２
一
般
社
団
法
人

代
表
清
算
人

小
保
方
博
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
二
十
九
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号

虎
ノ
門
ワ
ン
合
同
会
社

清
算
人

粟
国

正
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
世
田
谷
区
上
馬
一

一

七

二
〇
九

有
限
会
社
ア
ト
リ
エ
・
シ
ェ
リ
ー
ル
ー

清
算
人

加
藤

俊
春

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
二
十
六
日
に
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
千
代
田
区
一
番
町
三
番
地
一
〇
号

櫻
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
株
式
会
社

代
表
清
算
人

浅
井

徳
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
七
月
三
十
一
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と

き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
六
丁
目
一
〇
番
一
号
Ｇ
Ｉ
Ｎ

Ｚ
Ａ
Ｓ
Ｉ
Ｘ
一
三
Ｆ

株
式
会
社
Ｍ
ａ
ｓ
ｔ
ｅ
ｒ

Ｐ
ｉ
ｅ
ｃ
ｅ

代
表
清
算
人

鬼
島

雅
治

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
東
村
山
市
秋
津
町
五
丁
目
三
〇
番
地
一
号

一
般
社
団
法
人
喜
風
采
栄
養
管
理
健
康
サ
ポ
ー

ト
協
会

代
表
清
算
人

山
口

典
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
豊
島
区
東
池
袋
一
丁
目
一
七
番
一
一
号

パ
ー
ク
ハ
イ
ツ
池
袋
一
一
〇
五
号

株
式
会
社
ビ
ズ
ソ
ル

代
表
清
算
人

阿
比
留
眞
二

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
二
十
九
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
、
同
月
三
十
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
港
区
麻
布
台
一
丁
目
三
番
一
号

Ｊ
Ｘ
カ
タ
ー
ル
石
油
開
発
株
式
会
社

代
表
清
算
人

川
島

賢
二

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
十
六
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
港
区
新
橋
四
丁
目
一
四
番
一
新
橋
Ａ
Ｕ
Ｎ

Ｂ
Ｌ
Ｄ
Ｇ
四
階

Ｖ
Ｉ
Ｔ
Ａ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

小
瀧
悠
宇
丞

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
千
代
田
区
外
神
田
一
丁
目
五
番
一
号

朝
霞
・
三
園
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
サ
ー
ビ
ス
株
式

会
社

代
表
清
算
人

黒
津

健
之


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代表取締役 伊藤 幸雄
貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 15,667,083
固 定 資 産 652,781,974
合 計 668,449,057

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 58,823,569
固 定 負 債 526,731,450
株 主 資 本 82,894,038
資 本 金 20,000,000
利 益 剰 余 金 62,894,038
利 益 準 備 金 600,000
その他利益剰余金 62,294,038
(うち当期純利益) (207,153)
合 計 668,449,057

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
大
田
区
池
上
三
丁
目
三
六
番
一
〇
号
二
Ｆ

株
式
会
社
プ
ラ
チ
ナ
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

代
表
清
算
人

楊

振

楠

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
文
京
区
小
石
川
一
丁
目
一
三
番
一
一
号
岩

井
建
設
本
社
ビ
ル
四
階

株
式
会
社
Ｕ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

代
表
清
算
人

福
住

優

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

神
奈
川
県
川
崎
市
川
崎
区
大
川
町
二
番
一
号

化
工
機
商
事
株
式
会
社

代
表
清
算
人

出
口

文
紀

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

神
奈
川
県
横
浜
市
金
沢
区
富
岡
西
七
丁
目
二
二
番

二
七
号

Ｋ
合
同
会
社

清
算
人

川
村

佳
世

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

川
崎
市
川
崎
区
中
島
二
丁
目
一
一
番
二
号

株
式
会
社
田
辺
エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ

代
表
清
算
人

田
邉

貞
男

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

神
奈
川
県
茅
ヶ
崎
市
赤
松
町
一
一

二
五

株
式
会
社
ア
ル
パ
ー
ジ

代
表
清
算
人

和
田

隆
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

新
潟
県
新
潟
市
西
区
小
新
南
一
丁
目
二
番
四
五
号

有
限
会
社
新
潟
ア
セ
ッ
ト
設
計

清
算
人

清
水

光
祐

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
十
九
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

富
山
市
高
内
四
八
番
地
の
二有

限
会
社
ホ
リ
タ
電
設

清
算
人

堀
田

敏
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
十
二
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

石
川
県
羽
咋
郡
志
賀
町
高
浜
町
レ
五
〇
番
地

山
本
織
物
株
式
会
社

代
表
清
算
人

山
本

要
一

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
七
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

福
井
県
敦
賀
市
中
央
町
二
丁
目
一
一
番
地
三
三

一
般
社
団
法
人
日
本
ダ
イ
エ
ッ
ト
心
理
学
協
会

代
表
清
算
人

大
道
奈
緒
子

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
一
四
八
条
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

山
梨
県
都
留
市
四
日
市
場
九
〇
九
番
地
二

一
般
社
団
法
人
山
梨
医
療
安
全
研
究
会

代
表
清
算
人

小
林

美
雪

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

山
梨
県
山
梨
市
東
後
屋
敷
九
六
一
番
地

ピ
ー
チ
プ
レ
ス
株
式
会
社

代
表
清
算
人

櫻
井

徹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

京
都
市
北
区
衣
笠
総
門
町
一
九
番
地
の
三

足
立
織
物
株
式
会
社

代
表
清
算
人

足
立

泰
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

京
都
府
船
井
郡
京
丹
波
町
保
井
谷
三
ツ
枝
三
八
番
地

瑞
穂
農
林
株
式
会
社

代
表
清
算
人

村
居

一
也

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

大
阪
府
箕
面
市
稲
一
丁
目
一
二
番
一
号

有
限
会
社
ア
ネ
ク
ト

清
算
人

山
中

雅
弘





債
務
引
受
に
係
る
お
知
ら
せ

中
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
第
92
回
社
債
の
債
権
者

各
位中

日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
第
92
回
社
債
（
一
般

担
保
付
、
独
立
行
政
法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・
債

務
返
済
機
構
併
存
的
債
務
引
受
条
項
付
）
に
つ
き
ま

し
て
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
付
で
、
独
立
行
政

法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・
債
務
返
済
機
構
が
債
務

引
受
を
行
い
、
中
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
と
連
帯

し
て
弁
済
の
責
め
を
負
う
こ
と
に
な
り
、
社
債
管
理

者
は
、
右
記
社
債
に
か
か
る
管
理
委
託
契
約
の
関
連

条
項
を
独
立
行
政
法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・
債
務

返
済
機
構
が
承
認
し
た
こ
と
を
確
認
い
た
し
ま
し
た

の
で
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

神
奈
川
県
横
浜
市
西
区
高
島
一
丁
目
一
番
二
号

独
立
行
政
法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・

債
務
返
済
機
構

理

事

長

高
松

勝

愛
知
県
名
古
屋
市
中
区
錦
二
丁
目
十
八
番
十
九
号

中
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社

代
表
取
締
役
社
長

縄
田

正

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

大
阪
市
阿
倍
野
区
西
田
辺
町
二
丁
目
八
番
四
号

ク
ラ
ウ
ン
ハ
イ
ム
西
田
辺
一
一
〇
一
号

一
般
社
団
法
人
ニ
ュ
ー
ロ
ー
カ
ル
製
作
舎

代
表
清
算
人

金
丸

有
希

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
六
年
十
月
十
五
日
開
催
の
臨
時
社
員

総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

兵
庫
県
神
戸
市
中
央
区
琴
ノ
緒
町
一

六

二

ス
ギ
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
二
Ｆ

一
般
社
団
法
人
Ｒ
ａ
．
Ｍ
ｕ

代
表
清
算
人

谷
本

秀
朗

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

神
戸
市
西
区
玉
津
町
水
谷
二
六
番
地
の
八

ズ
イ
セ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

山
口

瑞
世

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

鳥
取
県
米
子
市
皆
生
温
泉
四
丁
目
四
番
三
五
号

有
限
会
社
ふ
そ
う
別
館

清
算
人

奈
義
良
三
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

島
根
県
益
田
市
本
町
三
番
三
〇
号

株
式
会
社
右
田
本
店

代
表
清
算
人

右
田

明

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

岡
山
市
北
区
西
長
瀬
一
二
〇
八
番
地
一
四

有
限
会
社
岡
山
朝
日
事
業
セ
ン
タ
ー

清
算
人

兒
島

貴
司

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

広
島
県
廿
日
市
市
峠
六
三
八
番
地
の
一

株
式
会
社
理
建

代
表
清
算
人

吉
本

安
伸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

福
岡
県
う
き
は
市
浮
羽
町
流
川
八
六
八
番
地

有
限
会
社
三
浦
組

清
算
人

三
浦

力
男

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

福
岡
県
北
九
州
市
小
倉
北
区
馬
借
二
丁
目
七
番
一

五

八
〇
四
号

有
限
会
社
ス
ト
ー
リ
ー
ズ

清
算
人

一
柳

圭
志

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
八
月
二
十
二
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
付
で
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

福
岡
県
福
岡
市
東
区
多
の
津
一
丁
目
一
八
番
五
号

株
式
会
社
Ｔ
Ｋ
農
産
セ
ン
タ
ー

代
表
清
算
人

島
野

吉
成

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

福
岡
市
南
区
花
畑
二
丁
目
二
〇
番
二
一
号

株
式
会
社
ひ
き
だ
し
工
務
店

代
表
清
算
人

中
野

弘
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

北
九
州
市
小
倉
北
区
竪
町
一
丁
目
六
番
三
〇
号

株
式
会
社
湯
布
院
倶
楽
部

代
表
清
算
人

岩
見

敦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

長
崎
県
雲
仙
市
国
見
町
多
比
良
乙
二
六
〇
番
地

有
限
会
社

屋
農
蚕
具
店

清
算
人

松
本

博
隆

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
七
年
八
月
三

十
一
日
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と

き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

熊
本
県
上
天
草
市
松
島
町
阿
村
九
六
四
番
地
の
二

永
目
海
運
株
式
会
社

代
表
清
算
人

永
目

幸
浩





令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
に
解
散
し
た
の
で
当

社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
申
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
申
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

宮
崎
県
延
岡
市
博
労
町
二
番
地
の
三
四

有
限
会
社
岩
屋
酒
店

清
算
人

渕
上

寛
司

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

宮
崎
県
宮
崎
市
大
字
小
松
字
上
川
原
一
一
一
九
番

二
六

株
式
会
社
涼
風

代
表
清
算
人

井
上

強

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

鹿
児
島
市
平
之
町
一
〇
番
一
五
号
グ
ラ
ン
フ
ォ
ー

レ
高
見
馬
場
一
一
〇
二

株
式
会
社
薩
摩
製
作
所

代
表
清
算
人

篠
原

秀
嗣

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

鹿
児
島
県
南
九
州
市
頴
娃
町
別
府
六
六
二
二
番
地

有
限
会
社
上
村
呉
服
店

清
算
人

上
村

修
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
六
年
十
二
月
十
一
日
会
社
法
第
四
七
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当

社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二

箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

沖
縄
県
那
覇
市
字
松
川
五
六
番
地
一

サ
ン
コ
ー
株
式
会
社

代
表
清
算
人

森

優

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
、
診
療
所
の
す
べ

て
を
廃
止
し
た
こ
と
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、

当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か

ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

神
奈
川
県
鎌
倉
市
材
木
座
三
丁
目
一
四
番
一
七
号

医
療
法
人
社
団
沼
田
医
院

清
算
人

細
谷

真
央

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
四
月
三
十
日
開
催
の
臨
時
社
員

総
会
の
決
議
並
び
に
東
京
都
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和

七
年
八
月
二
十
五
日
を
も
っ
て
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
七

年
十
月
二
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下

さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
品
川
区
大
井
一
丁
目
四
八
番
八
号
三
谷
ビ

ル
一
Ｆ

医
療
法
人
社
団
Ｗ
ｉ
Ｎ

清
算
人

大
島

晃

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
五
月
二
日
開
催
の
臨
時
社
員
総

会
の
決
議
並
び
に
東
京
都
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
七

年
八
月
二
十
五
日
を
も
っ
て
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
七
年

十
月
二
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除

斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
目
黒
区
目
黒
本
町
六
丁
目
五
番
五
号

医
療
法
人
社
団
慶
心
有
来
会

清
算
人

斉
藤

拓
也

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
二
月
二
十
八
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
並
び
に
東
京
都
知
事
の
認
可
に
よ
り
令
和
七
年

八
月
二
十
五
日
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
七
年
十
月
二
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
小
網
町
一
六
番
一
九
号
小

網
町
大
都
ビ
ル
二
階

医
療
法
人
あ
し
た
ば

清
算
人

田
中

恵
子

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
八
月
十
九
日
開
催
の
責
任
役
員

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有

す
る
者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載（
令
和
七
年
十
月
一
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

富
山
県
高
岡
市
伏
木
古
府
一
番
地

柳
重
寺

清
算
人

金
原

孝
宜

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
六
月
二
十
六
日
開
催
の
臨
時
社

員
総
会
の
決
議
並
び
に
浜
松
市
長
の
認
可
に
よ
り
、
令
和

七
年
八
月
二
十
九
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の

で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲

載
（
令
和
七
年
十
月
一
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
高
丘
東
五
丁
目
一
二
番
一
号

医
療
法
人
社
団
ひ
ま
わ
り
会

清
算
人

森
下

正
美

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
六
年
二
月
二
十
二
日
開
催
の
集
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
七
年
十
月
一
日
）
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内

に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

神
戸
市
垂
水
区
塩
屋
町
六
丁
目
一
番
八
号

高
尾
台
ハ
イ
ツ
管
理
組
合
法
人

清
算
人

玉
田

政
彦

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
七
年
十

月
二
日
）の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

鹿
児
島
県
鹿
屋
市
札
元
二
丁
目
三
八
〇
八
番
地
一

医
療
法
人
ひ
ろ
た
耳
鼻
咽
喉
科

清
算
人

廣
田

常
治

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
五
月
十
六
日
責
任
役
員
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
七
年
九
月
三

十
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

名
古
屋
市
東
区
白
壁
三
丁
目
一
一
番
五
号

宗
教
法
人
御
嶽
教
心
揚
教
会

清
算
人

野
々
垣
健
治





第 ２ 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日 徳島県徳島市蔵本元町一丁目22

株式会社ａｍｉｄｅｘ
代表取締役 伊原 晃

貸借対照表の要旨 (令和７年７月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債・純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 17,292 流 動 負 債 32,689
固 定 資 産 28,310 固 定 負 債 9,300
繰 延 資 産 812 株 主 資 本 45,573

資 本 金 3,800
資 本 剰 余 金 3,800
資 本 準 備 金 3,800
利 益 剰 余 金 53,173
その他利益剰余金 53,173
(うち当期純損失) (41,383)
新 株 予 約 権 50,000

資 産 合 計 46,415 負債・純資産合計 46,415

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報
公
益
信
託
世
田
谷
ま
ち
づ
く
り
フ
ァ
ン
ド
第
三
十
三
期
決

算
公
告
及
び
基
金
終
了
公
告

一
、
事
業
概
要

世
田
谷
区
に
お
け
る
住
民
主
体
の
ま
ち
づ
く
り
活
動
を

行
う
、
又
は
援
助
す
る
も
の
に
対
す
る
助
成
金
支
給
事
業

助
成
金

二
五
件

六
三
七
万
円

尚
、
本
公
益
信
託
は
信
託
財
産
が
消
滅
し
た
こ
と
に
よ

り
令
和
七
年
九
月
五
日
に
終
了
し
た
。

二
、
財
産
目
録

令
和
七
年
九
月
五
日
現
在

資
産
合
計

〇
円

負
債
合
計

〇
円

正
味
信
託
財
産

〇
円

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号

公
益
信
託
世
田
谷
ま
ち
づ
く
り
フ
ァ
ン
ド

受
託
者

三
井
住
友
信
託
銀
行
株
式
会
社





決 算 公 告
令和７年 10 月６日
名古屋市緑区大高町字定納山14番地の41

株式会社Ｎ工務店
代表取締役 名越 健一

貸借対照表の要旨
(令和７年４月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 29,768
固 定 資 産 1,414
合 計 31,182

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,487
株 主 資 本 24,695
資 本 金 21,000
利 益 剰 余 金 3,695
その他利益剰余金 3,695
(うち当期純損失) (256)
合 計 31,182

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
千
四
百
万
円
減
少
し
七

百
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

名
古
屋
市
緑
区
大
高
町
字
定
納
山
一
四
番
地

の
四
一

株
式
会
社
Ｎ
工
務
店

代
表
取
締
役

名
越

健
一

第 51 期決算公告 令和７年10月６日
秋田市八橋字下八橋191番地29

秋田フアイブワン工業株式会社
代表取締役 大越 均

貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 153,035
固 定 資 産 165,766
合 計 318,802

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 58,605
固 定 負 債 122,012
(退職給付引当金) (13,503)
(修繕引当金) (8,280)
株 主 資 本 138,184
資 本 金 80,000
利 益 剰 余 金 128,597
その他利益剰余金 128,597
(うち当期純利益) (3,311)
自 己 株 式 70,413
合 計 318,802

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 10 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日
福島県相馬市椎木字北原371番地の１

高山電業株式会社
代表取締役 高山 克男

貸借対照表の要旨(令和７年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 76,119
固 定 資 産 971
資 産 合 計 77,090

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,526
固 定 負 債 599
株 主 資 本 65,965
資 本 金 9,800
利 益 剰 余 金 56,165
その他利益剰余金 56,165
(うち当期純利益) (7,051)
負債・純資産合計 77,090

貸借対照表の要旨(令和６年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 483,183
固 定 資 産 992,037
合 計 1,475,221

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,540,618
株 主 資 本 2,065,396
資 本 金 280,950
資 本 剰 余 金 272,904
資 本 準 備 金 272,904
利 益 剰 余 金 2,619,251
その他利益剰余金 2,619,251
(うち当期純損失) (1,066,604)
合 計 1,475,221

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
十
三
億
八
千
十
万
一
千

九
百
七
十
三
円
、
資
本
準
備
金
の
額
を
十
三
億
七
千

二
百
五
万
六
千
六
百
二
十
七
円
減
少
し
、
そ
れ
ぞ
れ

一
億
五
千
万
円
、
一
億
五
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い

た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

京
都
市
中
京
区
室
町
通
御
池
上
る
御
池
之
町

三
二
四
番
地
一

株
式
会
社
ピ
ン
エ
ー
ア
イ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

代
表
取
締
役

中
原

林
人

第９期決算公告 令和７年10月６日
京都市中京区室町通御池上る御池之町
324番地１
株式会社ピンエーアイテクノロジー

代表取締役 中原 林人

第 10 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

東京都新宿区新宿一丁目36番12号
株式会社ディーグラウンド

代表取締役 原口 大輔
貸借対照表の要旨

(令和７年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 26,077
固 定 資 産 50,670
資 産 合 計 76,747

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,937
固 定 負 債 40,638
株 主 資 本 29,171
資 本 金 2,000
利 益 剰 余 金 27,171
その他利益剰余金 27,171
(うち当期純利益) (19,776)
負債・純資産合計 76,747

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
子
会
社
管

理
事
業
及
び
不
動
産
管
理
事
業
の
一
部
に
関
す
る
権

利
義
務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に

い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
七
年
十
月
六
日

大
阪
市
大
正
区
泉
尾
三
丁
目
二
〇
番
三
〇
号

（
甲
）
株
式
会
社
藤
勝
興
産

代
表
取
締
役

近
藤

勝
彦

大
阪
市
大
正
区
泉
尾
三
丁
目
二
〇
番
三
〇
号

（
乙
）
有
限
会
社
藤
和
興
産

取
締
役

近
藤

勝
彦

第 ２ 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

大阪市大正区泉尾三丁目20番30号
株式会社藤勝興産

代表取締役 近藤 勝彦
貸借対照表の要旨(令和６年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 17,143
固 定 資 産 919,848
資 産 合 計 936,991

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,803
固 定 負 債 922,398
株 主 資 本 10,789
資 本 金 177
利 益 剰 余 金 10,611
その他利益剰余金 10,611
(うち当期純利益) (9,791)
負債・純資産合計 936,991

第 17 期決算公告 令和７年８月28日
東京都中央区銀座二丁目６番16号

株式会社mirror ball
貸借対照表の要旨(令和７年５月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,243
固 定 資 産 2,118
資 産 合 計 3,362

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 941
賞 与 引 当 金 0
固 定 負 債 1,660
退職給付引当金 0
株 主 資 本 760
資 本 金 16
資 本 剰 余 金 6
資 本 準 備 金 6
利 益 剰 余 金 737
その他利益剰余金 737
(うち当期純利益) (175)
負債・純資産合計 3,362

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
九
百
万
円
減
少
し

一
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
七
年
十
一
月
三
十
日
で
あ

り
、
株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
七
年
八
月
二
十
七

日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

山
口
県
宇
部
市
大
字
際
波
四
一
二
番
地
六
一

テ
ッ
ク
株
式
会
社

代
表
取
締
役

吉
井

博
泰

第 37 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

山口県宇部市大字際波412番地61
テ ッ ク 株 式 会 社
代表取締役 吉井 博泰

貸借対照表の要旨
(令和７年６月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 2,879,696
固 定 資 産 205,587
資 産 合 計 3,085,283

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,357,900
固 定 負 債 1,425,000
株 主 資 本 697,617
資 本 金 29,000,000
利 益 剰 余 金 28,997,617
その他利益剰余金 28,997,617
(うち当期純利益) (2,496,423)
自 己 株 式 700,000
負債・純資産合計 3,085,283

第 22 期決算公告 令和７年10月６日
東京都千代田区内幸町一丁目２番２号
株式会社風力エネルギー研究所

貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 292,248
固 定 資 産 99,786
繰 延 資 産 11,839
合 計 403,872

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 47,056
固 定 負 債 78,126
株 主 資 本 278,690
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 92,780
資 本 準 備 金 49,140
その他資本剰余金 43,640
利 益 剰 余 金 155,910
その他利益剰余金 155,910
(うち当期純損失) (36,883)
合 計 403,872

第 16 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

東京都千代田区丸の内一丁目11番１号
ジェイロジスティック特定目的会社

取締役 吉岡 淳 損益計算書の要旨
自 令和６年７月１日
至 令和７年６月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 14,199,356
営 業 費 用 62,727
営 業 利 益 14,136,629
営 業 外 収 益 2,916
経 常 利 益 14,139,545
税引前当期純利益 14,139,545
法人税、住民税及び
事業税 1,765
当 期 純 利 益 14,137,780
当期未処分利益 14,137,780

貸借対照表の要旨 (令和７年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
特 定 資 産 28,319,647流 動 負 債 5,963
投資有価証券 28,319,647固 定 負 債 1,000,000
その他の資産 17,357,345 負 債 合 計 1,005,963
流 動 資 産 16,350,993社 員 資 本 44,671,030
固 定 資 産 1,000,000 特 定 資 本 金 5,402,250
投資その他の資産 1,000,000 優 先 資 本 金 25,131,000
繰 延 資 産 6,353 剰 余 金 14,137,780

当期未処分利益 14,137,780
純資産合計 44,671,030

資 産 合 計 45,676,993負債・純資産合計 45,676,993

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
四
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

秋
田
県
大
館
市
二
井
田
字
羽
貫
谷
地
八
番
地
八

ニ
ュ
ー
ロ
ン
グ
工
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

長

保
行

第 40 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日
秋田県大館市二井田字羽貫谷地８番地８

ニューロング工業株式会社
代表取締役 長 保行

貸借対照表の要旨(令和６年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,757,810
固 定 資 産 1,231,458
合 計 3,989,269

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 646,499
固 定 負 債 117,204
株 主 資 本 3,225,566
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 3,175,566
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 3,163,066
(うち当期純利益) (7,335)
合 計 3,989,269

第 35 期決算公告 令和７年10月６日
東京都中央区日本橋茅場町二丁目12番10号
ＰＭＯＥＸ日本橋茅場町

株式会社アートフリーク
代表取締役 駒田 卓也

貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,020,724
固 定 資 産 1,024,060
合 計 2,044,785

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 763,311
固 定 負 債 962,871
株 主 資 本 318,602
資 本 金 40,000
利 益 剰 余 金 278,602
利 益 準 備 金 10,040
その他利益剰余金 268,562
(うち当期純損失) (140,714)
合 計 2,044,785

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
四
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

栃
木
県
栃
木
市
藤
岡
町
藤
岡
四
二
五
四
番
地

藤
岡
ニ
ュ
ー
ロ
ン
グ
工
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

長

保
行

第 40 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

栃木県栃木市藤岡町藤岡4254番地
藤岡ニューロング工業株式会社

代表取締役 長 保行
貸借対照表の要旨(令和６年９月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 3,364,621
固 定 資 産 1,820,287
合 計 5,184,908

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,860,832
固 定 負 債 266,186
株 主 資 本 3,057,890
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 3,007,890
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 2,995,390
(うち当期純利益) (93,295)
合 計 5,184,908

第 36 期決算公告 令和７年10月６日
東京都新宿区歌舞伎町二丁目25番２号

株式会社ニックス
代表取締役 蛭間 理絵

貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 251,248
固 定 資 産 218,824
合 計 470,072

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 189,679
固 定 負 債 45,367
株 主 資 本 235,026
資 本 金 90,000
資 本 剰 余 金 70,000
資 本 準 備 金 70,000
利 益 剰 余 金 75,026
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 70,026
(うち当期純利益) (16,320)
合 計 470,072

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
千
九
百
万
円
減
少
し

百
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
府
中
市
四
谷
三
丁
目
六
四
番
地
の
七

九
セ
ラ
一
〇
一
号
室

株
式
会
社
ｔ
ｈ
ｉ
ｎ
ｋ

ｓ
ｈ
ｉ
ｆ
ｔ

代
表
取
締
役

浅
野

泰
生

第 ８ 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日
東京都府中市四谷三丁目64番地の79

セラ101号室
株式会社ｔｈｉｎｋ ｓｈｉｆｔ

代表取締役 浅野 泰生
貸借対照表の要旨(令和６年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,165
固 定 資 産 679
資 産 合 計 1,844

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,625
固 定 負 債 62,766
株 主 資 本 69,547
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 99,547
その他利益剰余金 99,547
(うち当期純損失) (8,419)
負債・純資産合計 1,844

第 15 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

島根県浜田市原井町3025番地３
株式会社デルタ・シー・アンド・エス

代表取締役 宮田 浩
貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 622,950
固 定 資 産 1,003,003
合 計 1,625,954

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 361,513
賞 与 引 当 金 89,347
株 主 資 本 1,264,440
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 30,000
資 本 準 備 金 30,000
利 益 剰 余 金 1,204,440
その他利益剰余金 1,204,440
(うち当期純利益) (145,888)
合 計 1,625,954

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
九
千
五
百
万
円
減
少
し

四
千
五
百
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
港
区
南
青
山
三
丁
目
一
七
番
一
四
号

株
式
会
社
Ｓ
Ｅ
Ｖ
Ｅ
Ｎ

Ｄ
Ａ
Ｙ
Ｓ

Ｈ

Ｏ
Ｌ
Ｄ
Ｉ
Ｎ
Ｇ
Ｓ

代
表
取
締
役

フ
ィ
リ
ッ
プ
・
テ
リ
ア
ン

第 ３ 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

東京都港区南青山三丁目17番14号
株式会社SEVEN DAYS HOLDINGS

代表取締役 フィリップ・テリアン
貸借対照表の要旨(令和７年５月31日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 263,391,519
固 定 資 産 
合 計 263,391,519

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,691,341
固 定 負 債 10,792
株 主 資 本 260,689,386
資 本 金 140,000,000
資 本 剰 余 金 220,000,000
利 益 剰 余 金 99,310,614
その他利益剰余金 99,310,614
(繰越利益剰余金) (99,310,614)
(うち当期純損失) (99,832,888)
合 計 263,391,519

決 算 公 告
令和７年 10 月６日

岡山県倉敷市西富井654番地６
株式会社オージェックス
代表取締役 浅野間 淳

貸借対照表の要旨
(令和６年11月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 142,270,962
固 定 資 産 197,016,606
合 計 339,287,568

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 69,207,497
固 定 負 債 258,386,929
株 主 資 本 11,693,142
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 1,693,142
その他利益剰余金 1,693,142
(うち当期純損失) (8,800,430)
合 計 339,287,568

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



決 算 公 告
令和７年 10 月６日

岡山県倉敷市西富井654６
株式会社ジェックスケアメディカル

代表取締役 浅野間 淳
貸借対照表の要旨

(令和７年４月30日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 9,843,691
固 定 資 産 15,026,601
合 計 24,870,292

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,643,863
固 定 負 債 4,723,000
株 主 資 本 18,503,429
資 本 金 3,000,000
利 益 剰 余 金 15,503,429
その他利益剰余金 15,503,429
(うち当期純利益) (4,308,289)
合 計 24,870,292

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
十
億
四
千
五
百
七

万
二
千
二
百
七
十
八
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま

し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
墨
田
区
業
平
一
丁
目
一
番
九
号

愛
電
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

清
田

淳
一

第 ８ 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

東京都墨田区業平一丁目１番９号
愛電ホールディングス株式会社

代表取締役 清田 淳一
貸借対照表の要旨

(令和６年12月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 69,289
固 定 資 産 550,344
合 計 619,634

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 53,666
固 定 負 債 596,097
株 主 資 本 30,129
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 35,129
その他利益剰余金 35,129
(うち当期純利益) (769)
合 計 619,634

第 27 期決算公告 令和７年10月６日
熊本市南区流通団地一丁目42番１号

ＴＡＫＡＳＵＧＩ株式会社
代表取締役 平島 孝典

貸借対照表の要旨(令和７年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 4,854,754
固 定 資 産 594,014
繰 延 資 産 6,431
合 計 5,455,201

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,721,792
固 定 負 債 1,054,763
株 主 資 本 1,678,645
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 1,648,645
利 益 準 備 金 7,500
別 途 積 立 金 120,000
その他利益剰余金 1,521,145
(うち当期純損失) (208,970)
合 計 5,455,201

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
七
年
十
二
月
一
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
七
年
九
月
一
日
に
終
了

し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

長
野
県
長
野
市
稲
里
町
中
央
一

三

二
五

株
式
会
社
ケ
イ
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
取
締
役

寺
島
は
る
美

第 15 期決算公告 令和７年10月６日
長野県長野市稲里町中央１３25
株式会社ケイコーポレーション

代表取締役 寺島はる美
貸借対照表の要旨(令和７年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 84,512
固 定 資 産 113,014
繰 延 資 産 37
合 計 197,564

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 65,575
固 定 負 債 25,188
株 主 資 本 106,800
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 61,947
その他資本剰余金 61,947
利 益 剰 余 金 24,852
その他利益剰余金 24,852
(うち当期純利益) (1,767)
合 計 197,564

第３期決算公告 令和７年10月６日
熊本市南区流通団地一丁目58番地

いいねホーム株式会社
代表取締役 平島 孝典

貸借対照表の要旨(令和７年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 208,325
固 定 資 産 3,639
繰 延 資 産 1,482
合 計 213,447

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 206,979
固 定 負 債 40,000
株 主 資 本 33,532
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 43,532
利 益 準 備 金 58
その他利益剰余金 43,590
(うち当期純損失) (43,680)
合 計 213,447

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
甲
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の

と
お
り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

京
都
市
左
京
区
下
鴨
宮
崎
町
一
六
八
番
地
二

（
甲
）
株
式
会
社
菊
榮
知

代
表
取
締
役

北
村

直
人

東
京
都
目
黒
区
三
田
二
丁
目
一
〇
番
七
号

（
乙
）
菊
栄
合
同
会
社

代
表
社
員

北
村

直
人

決 算 公 告
令和７年 10 月６日

京都市左京区下鴨宮崎町168番地２
株式会社菊榮知
代表取締役 北村 直人

貸借対照表の要旨
(令和７年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 6,127
固 定 資 産 62,193
合 計 68,320

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 63,184
固 定 負 債 670
株 主 資 本 4,465
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 3,465
その他利益剰余金 3,465
(うち当期純利益) (947)
合 計 68,320

第 50 期決算公告 2025年10月６日
東京都調布市多摩川一丁目４番地１

株式会社サンコー環境調査センター
代表取締役社長 久保田 硬

貸借対照表の要旨(2025年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 256,216
固 定 資 産 43,720
合 計 299,936

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 88,589
固 定 負 債 20,740
退職給付引当金 17,720
役員退職慰労引当金 3,020
株 主 資 本 190,607
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 170,607
利 益 準 備 金 300
その他利益剰余金 170,307
(うち当期純利益) (32,135)
合 計 299,936

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
億
五
千
万
円
減
少
す

る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

た
だ
し
、
同
時
に
株
式
の
発
行
に
よ
り
増
額
い
た

し
ま
す
の
で
、
効
力
発
生
日
後
の
資
本
金
の
額
は
同

日
前
を
下
回
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

そ
の
た
め
、
株
主
総
会
の
決
議
を
経
ず
に
決
定
し

て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

愛
媛
県
松
山
市
湊
町
六
丁
目
六
番
地
一

伊
予
鉄
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

清
水

達
郎

第 63 期決算公告 令和７年10月６日
愛媛県松山市湊町六丁目６番地１

伊予鉄フィナンシャルサービス株式会社
代表取締役 清水 達郎

貸借対照表の要旨(2025年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,874,369
固 定 資 産 276,983
合 計 2,151,353

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,573,272
固 定 負 債 234,974
株 主 資 本 343,106
資 本 金 75,000
資 本 剰 余 金 500,000
その他資本剰余金 500,000
利 益 剰 余 金 231,893
利 益 準 備 金 18,750
その他利益剰余金 250,643
(うち当期純利益) (12,610)
合 計 2,151,353

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
渋
谷
区
東
一
丁
目
二
六
番
三
〇
号
Ｓ

Ｈ
Ｉ
Ｂ
Ｕ
Ｙ
Ａ
Ｅ
Ａ
Ｓ
Ｔ
Ｂ
Ｌ
Ｄ
Ｇ
．
三
階

（
甲
）
株
式
会
社
エ
グ
ジ
ス
タ
ン
ス

代
表
取
締
役

中
山

航

東
京
都
渋
谷
区
東
一
丁
目
二
六
番
三
〇
号
Ｓ

Ｈ
Ｉ
Ｂ
Ｕ
Ｙ
Ａ
Ｅ
Ａ
Ｓ
Ｔ
Ｂ
Ｌ
Ｄ
Ｇ
．
三
階

（
乙
）
株
式
会
社
エ
グ
ジ
ス
タ
ン
ス
・
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ

代
表
取
締
役

中
山

航

第 17 期決算公告 令和７年10月６日
東京都渋谷区東一丁目26番30号

ＳＨＩＢＵＹＡＥＡＳＴＢＬＤＧ．３階
株式会社エグジスタンス
代表取締役 中山 航

貸借対照表の要旨(令和７年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 1,490,208
固 定 資 産 317,018
繰 延 資 産 600
合 計 1,807,826

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 96,810
固 定 負 債 1,212,473
株 主 資 本 498,543
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 468,543
その他利益剰余金 468,543
(うち当期純利益) (60,867)
合 計 1,807,826

第 ６ 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

東京都渋谷区東一丁目26番30号
ＳＨＩＢＵＹＡＥＡＳＴＢＬＤＧ．３階
株式会社エグジスタンス・コミュニティ

代表取締役 中山 航
貸借対照表の要旨(令和７年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 8,382
合 計 8,382

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,198
株 主 資 本 7,184
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 2,815
その他利益剰余金 2,815
(うち当期純利益) (1,850)
合 計 8,382

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

東
京
都
目
黒
区
中
目
黒
一
丁
目
九
番
五
号

（
甲
）
株
式
会
社
大
仁

代
表
取
締
役

金
子

仁
弥

東
京
都
目
黒
区
中
目
黒
一
丁
目
九
番
五
号

（
乙
）
株
式
会
社
サ
ク
セ
ス

代
表
取
締
役

金
子
富
喜
雄

第 37 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日
東京都目黒区中目黒一丁目９番５号

株式会社大仁
代表取締役 金子 仁弥

貸借対照表の要旨
(令和６年11月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 23,302
固 定 資 産 301,956
合 計 325,259

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,341
固 定 負 債 206,082
株 主 資 本 116,834
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 96,834
その他利益剰余金 96,834
(うち当期純損失) (1,227)
合 計 325,259

決 算 公 告
令和７年 10 月６日
東京都目黒区中目黒一丁目９番５号

株式会社サクセス
代表取締役 金子富喜雄

貸借対照表の要旨
(令和７年４月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 3,324
固 定 資 産 75,857
合 計 79,182

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,251
固 定 負 債 54,186
株 主 資 本 23,744
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 13,744
その他利益剰余金 13,744
(うち当期純利益) (1,007)
合 計 79,182

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

富
山
県
下
新
川
郡
朝
日
町
月
山
一
九
四
七
番

地

（
甲
）
両
越
自
動
車
株
式
会
社

代
表
取
締
役

髙
島

亮

富
山
県
下
新
川
郡
入
善
町
五
郎
八
三
三
〇
四

番
地

（
乙
）
北
陸
建
材
工
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

髙
島

亮

第 73 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日
富山県下新川郡朝日町月山1947番地

両越自動車株式会社
代表取締役 髙島 亮

貸借対照表の要旨
(令和７年１月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 100,822
固 定 資 産 132,725
合 計 233,547

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 29,681
固 定 負 債 76,270
株 主 資 本 127,596
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 117,596
利 益 準 備 金 400
その他利益剰余金 117,196
(うち当期純利益) (2,874)
合 計 233,547

第 58 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日
富山県下新川郡入善町五郎八3304番地

北陸建材工業株式会社
代表取締役 髙島 亮

貸借対照表の要旨
(令和７年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 7
固 定 資 産 24,996
合 計 25,003

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 99,738
固 定 負 債 1,639
株 主 資 本 76,374
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 96,374
その他利益剰余金 96,374
(うち当期純利益) (688)
合 計 25,003

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

広
島
市
東
区
光
町
二
丁
目
九
番
三
〇
号

（
甲
）
株
式
会
社
ク
レ
ネ
ッ
ト

代
表
取
締
役

伊
藤

卓
己

東
京
都
大
田
区
東
蒲
田
二
丁
目
七
番
五
号
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乙
）
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式
会
社
Ｓ
Ｃ
Ｓ

代
表
取
締
役

伊
藤

卓
己

第 24 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

広島市東区光町二丁目９番30号
株式会社クレネット

代表取締役 伊藤 卓己
貸借対照表の要旨

(令和７年２月28日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 179,056
固 定 資 産 64,869
合 計 243,925

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 74,163
固 定 負 債 200,266
株 主 資 本  30,504
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金  40,504
利 益 準 備 金 338
その他利益剰余金  40,842
(うち当期純損失) (5,471)
合 計 243,925

第 21 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日
東京都大田区東蒲田二丁目７番５号

株式会社ＳＣＳ
代表取締役 伊藤 卓己

貸借対照表の要旨
(令和７年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 45,583
固 定 資 産 3,551
合 計 49,134

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,671
固 定 負 債 123,498
株 主 資 本  89,035
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金  99,035
その他利益剰余金  99,035
(うち当期純損失) (8,807)
合 計 49,134

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報



第 １ 期 決 算 公 告
令和７年８月 28 日

東京都中央区銀座二丁目６番16号
SYNRA GROUP株式会社

代表取締役 中野 剛志
貸借対照表の要旨 (令和７年５月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 152 流 動 負 債 366
固 定 資 産 1,752 賞 与 引 当 金 1

固 定 負 債 729
退職給付引当金 0
株 主 資 本 796
資 本 金 10
資 本 剰 余 金 764
資 本 準 備 金 764
利 益 剰 余 金 22
その他利益剰余金 22
(うち当期純利益) (22)
新 株 予 約 権 12

資 産 合 計 1,905 負債・純資産合計 1,905

第 32 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日
東京都千代田区霞が関一丁目４番２号大同生命霞が関ビル11階

Extreme Networks株式会社
代表取締役 瀧川 義一

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和６年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 241,218 固 定 負 債 121,544
固 定 資 産 153,374 有給休暇引当金 14,694

流 動 負 債 101,849
退職給与引当金 61,849
株 主 資 本 171,198
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 813,700
資 本 準 備 金 813,700
利 益 剰 余 金 742,501
その他利益剰余金 742,501
(うち当期純利益) (27,364)

資 産 合 計 394,593 負債・純資産合計 394,593

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま

し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
一
月
一
日
で
あ
り
、
両
社

の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
七
年
九
月
五
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
下
記
の
と
お
り

で
す
。

令
和
七
年
十
月
六
日

大
分
市
乙
津
町
一
番
一
八
号

（
甲
）
江
藤
産
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

江
藤

康
之

大
分
市
乙
津
町
一
番
一
八
号

（
乙
）
北
部
江
藤
産
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

佐
藤

亮
二

第 51 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日 大分市乙津町１番18号

江藤産業株式会社
代表取締役 江藤 康之

貸借対照表の要旨 (令和６年12月31日現在) (単位：円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,518,275,527流 動 負 債 1,982,542,685
固 定 資 産 1,297,086,069固 定 負 債 273,307,356

負債の部合計 2,255,850,041
株 主 資 本 1,559,511,555
資 本 金 75,000,000
資 本 剰 余 金 9,152,889
資 本 準 備 金 9,152,889
利 益 剰 余 金 1,485,160,666
利 益 準 備 金 12,500,000
その他利益剰余金 1,472,660,666
(うち当期純利益) (77,505,102)
自 己 株 式 9,802,000
純資産の部合計 1,559,511,555

資 産 合 計 3,815,361,596負債・純資産合計 3,815,361,596

第 18 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

大分市乙津町１番18号
北部江藤産業株式会社
代表取締役 佐藤 亮二

貸借対照表の要旨 (令和６年12月31日現在) (単位：円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 67,271,014 流 動 負 債 50,096,707
固 定 資 産 59,276,267 固 定 負 債 40,832,214

負債の部合計 90,928,921
株 主 資 本 35,618,360
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 25,618,360
その他利益剰余金 25,618,360
(うち当期純利益) (2,050,475)
純資産の部合計 35,618,360

資 産 合 計 126,547,281 負債・純資産合計 126,547,281

第 20 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日 東京都千代田区神田錦町一丁目14番地11

有限会社戸田商事
代表取締役 戸田 学

貸借対照表の要旨 (令和７年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,595,525 流 動 負 債 1,787,386
固 定 資 産 2,598,951 固 定 負 債 2,433,857

株 主 資 本 964,233
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 185,970
その他利益剰余金 185,970
(うち当期純利益) (91,902)
中小企業事業再編投
資損失準備金 768,263
評価・換算差額等 8,999
保険積立金評価差額
金 8,999

資 産 合 計 5,194,477 負債・純資産合計 5,194,477

第 31 期 決 算 公 告
令和７年 10 月６日

東京都中央区日本橋人形町三丁目４番14号
ＦＯＲＥＣＡＳＴ人形町ＰＬＡＣＥ
ジョンビーン・テクノロジー株式会社

代表取締役 新井 哲也
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和６年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,203,407 流 動 負 債 837,607
固 定 資 産 72,256 (賞与引当金) (14,701)

固 定 負 債 40,620
(退職給付引当金) (30,855)
株 主 資 本 397,436
資 本 金 80,000
利 益 剰 余 金 317,436
利 益 準 備 金 20,000
その他利益剰余金 297,436
(うち当期純利益) (36,074)

資 産 合 計 1,275,664 負債・純資産合計 1,275,664

第 26 期 決 算 公 告
令和７年６月 19 日 東京都新宿区新宿６丁目27番30号

株式会社電縁
代表取締役 小中 帝宣

貸借対照表の要旨 (令和７年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 740,039 流 動 負 債 393,432
固 定 資 産 75,686 (賞与引当金) (46,145)

固 定 負 債 3,385
株 主 資 本 419,717
資 本 金 35,000
資 本 剰 余 金 25,923
資 本 準 備 金 25,923
利 益 剰 余 金 358,794
その他利益剰余金 358,794
(うち当期純利益) (34,599)

評価・換算差額等 810
その他有価証券評価
差額金 810

資 産 合 計 815,725 負債・純資産合計 815,725

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 
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